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１ 事業のはじまり 

堀川納屋橋地区の河川敷地を有効に活用し、より一層うるおいと活気に満ちた水辺空間

を創出し、賑わい創出や魅力あるまちづくりをすすめていくために、平成 17 年 2 月に本

協議会が結成され、同年 3 月から㈶名古屋市建設事業サービス財団が敷地占用を行い社

会実験が開始された。 

 

 ２ 社会実験の期間と区域の指定 

期          間 区          域 

当初 平成 17 年 3 月 11 日～ 

      平成 20 年 3 月 31 日 

当初   1,687.2 ㎡ 

H18.9  2,215.6 ㎡ 

延伸 平成 20 年 4 月 1 日～ 

      平成 23 年 3 月 31 日 

H20.4  2,306.6 ㎡ 

H22.3   2,689.8 ㎡ 

H23.3  3,135.6 ㎡ 

本格実施に向けた移行期間 

    平成 23 年 4 月 1 日～ 

      平成 24 年 3 月 31 日 

H23.4  3,135.6 ㎡ 

※当初から約 2 倍に増加

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シャムズガーデン 

旧加藤商会ビル 

（堀川ギャラリー）

みのりの広場

天王崎橋 
上流右岸広場 

錦橋下流左岸広場

納屋橋ゆめ広場 

 

●現在  

 

●当初 H17.3  

N

納屋橋 

錦橋 

天王崎橋 

堀 

川

旧加藤商会ビル 

（堀川ギャラリー） 

みのりの広場 

シャムズガーデン 

イベント使用ができる区域・設備 
遊歩道 
※ 長期の使用契約をしていない箇所に限る。 電源設備(20A) 

広場 

①社会実験の概要 
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３ 社会実験の経緯 

年度 日付 内 容 

15 H16.3.23 河川敷地占用許可準則 国土交通省事務次官通達 

16 

10.19 堀川納屋橋地区活性化懇談会（地元懇談会） 

H17.1.21 国土交通省河川局長 区域指定 

2.1 第１回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

2.17 地元説明会 

2.23 第 2 回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

3.11 占用許可 

3.16 使用契約締結（４店舗と契約） 

17 

4.25 使用契約締結（１店舗の契約追加） 

12.5 第３回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

H18.3.23 第４回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

18 

4.1 河川敷地 使用契約締結（４店舗と継続契約） 

9.20 管理用通路竣工による占用区域の拡大 

9.29 地元説明会 

11.9 使用契約締結（１店舗の新規契約） 

12.8 第５回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

H19.3.28 第６回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

19 

4.1 使用契約締結（５店舗と継続契約） 

7.4 第７回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

9.4 第８回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

9.14 使用契約締結（公募による出店。１事業者） 

H20.3.26 第９回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

20 

4.1 占用許可（～H23.3.31）、使用契約締結（４店舗と継続契約） 

12.22 第１０回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

H21.1.28 河川敷地占用許可準則一部改正 国土交通省事務次官通達 

3.23 第１１回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

3.31 使用契約締結（１店舗の契約追加） 

21 

4.1 使用契約締結（２店舗と継続契約） 

11.6 第１２回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

H22.2.5 にぎわいづくり意見交換会 

3.24 第１３回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

3.31 管理用通路竣工による占用区域の拡大 

22 

4.1 使用契約締結（２店舗と継続契約） 

8.24 使用契約締結（１店舗と契約追加） 

9.23 使用契約締結（１店舗と契約追加：現在合計４店舗） 

10.13 第１４回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

H23.3.1 第１５回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

3.25 管理用通路等竣工による占用区域の拡大 

23 

4.1 使用契約締結（４店舗と継続契約：現在合計４店舗） 

10.24 第１６回 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 
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４ 実施体制 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 
※２ 堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会 

・目的       河川空間の適正な利用と民間使用に係る公平性を確保する。 

・構成メンバー  学識経験者＋関係行政機関＋地元代表 

・役割 

① 河川敷地の公平かつ適正な利用とその管理運営を実現するため、河川敷地の利用に関しての

調整を行うとともに、公正・中立な立場からの河川敷地における利用ルールを作成する。 

② 公募等の事業者について、審査・選定する。 

③ 民間事業者による占用に関して、許可判定基準を検討・作成する。 

④ 公益法人の活動について、監督・指導を行う。 

⑤ 社会実験として実施する新たな利用形態や管理運営の枠組みについて、その効果や問題点に

ついて把握し、改善策について検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(財)名古屋市建設事業
サービス財団 

民間事業者 
占用許可 

許可申請 

（民間事業者による占用）

 ＊日よけ 

占用許可 

許可申請 

河
川
管
理
者
（
名
古
屋
市
）

※
１ 

民
間
事
業
者 

使用契約 

（利用ルール） 

（民間使用ルール） 

（事業者審査等） ＜事務局＞ 

（占用許可基準） 
参画 

※１ ～H19.3.31 愛知県 

堀川納屋橋地区河川敷地利用調整協議会※２ 

(学識経験者 2 人＋地元代表 10 人＋関係行政 4 人) 

名古屋市 
協働 
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５ 使用契約の流れ 

 

占用施設の適正な管理を行うため、社会実験区域の河川占用を名古屋市が全額出捐する

（財）名古屋市建設事業サービス財団が受けている。 

使用にあたっては、民間事業者と同財団間で「堀川納屋橋地区オープンカフェ使用契約

書」による契約締結またはイベント主催者からの「堀川納屋橋地区イベント使用申込書」

に対する使用承諾をし、同財団と名古屋市において使用状況を確認している。 

なお、契約締結または承諾使用契約を締結した場合は、河川占用者である（財）名古屋

市建設事業サービス財団から河川管理者へ随時報告を行っている。 

 
 

  
① 協議会において策定する河川敷地の公平かつ適正な利用と管理運営を 

実現するための利用ルール、基準に基づき、実施計画を作成。 
河川占用を（財）名古屋市建設事業サービス財団が受ける。 

 
 
② オープンカフェ           ② イベント 

民間事業者から使用申請を受け、    民間事業者から使用申請を受け 
協議会において、民間事業者の     協議会が策定した使用基準により 
審査を行う。             事務局が審査を行う。 
      
         

③ 民間事業者と使用契約を締結または民間事業者への使用承諾を行う。 
 
                    ④ 河川管理者へ契約締結もしくは承諾使用契約の 

写しをもって適時報告 
 

④ 使用状況を同財団および名古屋市が適宜確認をし、必要があれば是正命令を行う。 
是正命令に従わない場合は、契約解除もしくは使用許可の取り消しを行う。 
また、洪水時等緊急時における情報伝達体制として、契約者には、緊急連絡先の 

明示を義務付けており、迅速に対応できる体制を整える。 
 
 
 

 

 

 

図３ 契約の流れ 
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６ 利用形態 

  主に地先事業者にオープンカフェとして使用してもらうための「長期利用」と市民団体

等による堀川再生啓発イベントなどを実施してもらうための「短期利用」により社会実

験区域を活用してきた。 

  長期利用については、地先が限定されることなどから、契約者数の増加傾向は認められ

ないが、短期利用については増加傾向を示している。 

 

１）長期利用（オープンカフェ使用契約） 

＜利用区域＞ 遊歩道（間口の範囲内） 

＜期間＞ 1 年 

＜条件等 ＞移動可能な簡易な施設とする。 

一般通行に支障を及ぼさない。 

営業時間外は撤去する。など、一定の条件を課している。 

＜使用料＞ 8 円／日・㎡ 

 

２）短期利用（イベント使用承認） 

＜利用区域＞ 遊歩道 広場 ＊ただしオープンカフェ使用区域を除く 

＜期間＞ 原則 1 週間以内 

＜条件等＞ 使用用途及び用途別に主催者、利用可能時間などを下表のとおり定めている。 

 使 用 用 途 主 催 者 使用時間 使用条件・許可内容等 

① 商店街主催の 

販売促進イベント 

中区・中村区

内の商店街 

午前６時

から 

午後９時

まで 

＊飲食物の有償提供、物販もイベントの一

部として認める 

② 芸術、文化的 

イベント 

限定しない ＊参加無料であること 

＊主催者による飲食物の有償提供、物販も

イベントの一部として認める 

③ 地域住民主催の 

イベント 

周辺学区の住

民団体 

＊主催者による飲食物の有償提供、物販も

イベントの一部として認める 

④ 地域店舗等による

休憩施設の設置 

納屋橋周辺の

店舗事業者等 

店舗等の

営業時間

内 

＊①～③の使用を優先する 

＊テーブル、イス、パラソルなど移動容易

な施設であること、及び毎日片付けるこ

と 

＊誰でも休憩できることを明示すること 

＊飲食物の有償提供、物販も一部認める 

＊店名・メニュー等の掲示は、提供又は販

売場所の直近に限り認める 

（禁止事項） 一般歩行者等の通行を妨げる行為 

       営利のみを目的とする行為 

 物販、飲食物の提供行為のみを目的とする行為 

  周辺住民や利用者等に迷惑をかける行為 

  施設や設備に損傷を与える行為 

  焚き火等の危険行為 
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＜使用料＞  

 名 称 使用面積（㎡）
電源

設備

使用料（円／日） 

敷地のみ 敷地と電源 

R リバーウォーク ― 無 使用面積×８ ― 

A みのりの広場 約３００ 有 ２，４００ ２，５００

B 天王崎橋上流右岸広場 約１１０ 無 ８８０ ― 

C 錦橋下流左岸広場 約 ２０ 無 １６０ ― 

D シャムズガーデン 約１５０ 有 １，２００ １，３００

E 納屋橋ゆめ広場 約１３０ 有 ２，８００ ２，９００

（備考） 1.使用面積は広場の全体面積からスロープ・階段等の面積を除く。 

2.A～E については、使用する時間が６時間未満の場合は半額。 

3.主たる目的が営利でないと認められる場合は、使用料を免除。 

（営利目的と判断される例：営利団体が広告や物販により、利益を得る場合など） 

  ＜その他＞ イベント以外にも修景美化、休憩施設での利用あり。 
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１ オープンカフェ利用（長期契約） 

 (1)地先利用型 

①使 用 料 8 円/㎡･日（原則 1 年契約） 

②使用面積 延長（店舗間口を上限）× 幅（有効幅員 2m の通路を確保した残りを上限） 

   ③利用形態 テーブル、イス、パラソル、ワゴンなど容易に移動なものを設置。 

(2)公募 

①公募期間 平成 19 年 7 月 23 日～8 月 31 日 

②使用面積 70.00 ㎡ 

③営業業種 物販に限る。 

④使 用 料 560 円／使用日（出店はイベント区域の使用日に限る。） 

⑤応募資格 個人・法人・各種団体（単独での応募・営業とする。） 

⑥審  査  申込書をもとに河川敷地利用調整協議会で行う。 

 

 屋 号（よみがな） 経営者・契約者 
面積

(㎡)
契約期間 使用料 

1 ななやコロニアル (有)ピオーネ 13.0 H17. 3.19～H22.3.31 191,256 

2 CHAINA5° (株)かぶらやグループ 20.0 H17. 3.19～H21.3.31 235,840 

3 DRAEMON ジャパン興業(株) 24.0 H17. 3.19～H21.3.31 283,008 

4 納屋橋環境劇場 
堀川納屋橋地区にぎわいづくり事業 

(有)神谷デザイン事務所 27.0 H17.3.19～9.25 41,256 

5 髙山額縁店 (株)髙山額縁店 7.0 H17. 5. 1～H24.3.31 138,003 

6 炭火焼鳥の備屋 平野克樹 2.0 H18.11.2～H20.3.31 7,968 

７ 

公募 
キューブス (株)キューブス 70.0 H19.9.14～H20.3.31 560 

（1 日分） 

8 
ほとりす 

→moitie moitie 

(株)フォレストノート 

→(株)オー・ド・ヴィー
30.1 H21.3.31～H24.3.31 264,032 

9 レアレアハレ (株)レアレアハレイ 25.7 H22.8.5～H24.3.31 124,387 

10 猿カフェ (株)SARU 16.0 H22.9.23～H24.3.31 71,168 

 

 

 

 

 

 

②社会実験期間中の実績 
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２ イベント利用（短期利用） 平成 23 年 10 月末現在まで 

年度・番号 実施日 イベント等名称 主催者 場所※１ 使用料 

17

年

度 

1 H17. 5.21～22 
堀川ギャラリー企画展 
イベント 

名古屋市 D 全免※２ 

2 H17. 5.28～29 
堀川ギャラリー企画展 
イベント 

名古屋市 D 全免 

3 H17. 7. 1 
アマチュアバンド 
コンサート 

キューブス D 1,200 

4 H17. 7.30 
市邨学園ブラスバンド 
演奏 

市邨学園堀川を清流にす
る実行委員会 

D 全免 

5 H17. 7.22 
堀川七橋物語の朗読と 
解説 

堀川文化を伝える会 D 全免 

6 H17. 7.28～29 
第 3 回堀川ウォーター 
マジックフェスティバル 

同実行委員会 D 全免 

7 H17.10.15 
市邨学園ブラスバンド 
演奏 

市邨学園堀川を清流にす
る実行委員会 

D 全免 

19

年

度 

8 
H19. 5. 9～29 
うちイベント６日 

堀川フラワー 
フェスティバル 2007 

同実行委員会 ACD 全免 

9 
H19.7.20～9.2 
うち 21 日間 

休憩施設の設置 サイアムガーデン D 20,400

10 H19.9.21～22 
第 5 回堀川ウォーター 
マジックフェスティバル 

同実行委員会 ACD 全免 

20

年

度 

11 H20.4.14～5.25 
堀川フラワー 
フェスティバル 2008 

同実行委員会 RACD 全免 

12 
H20.5.26 ～
12.25 

花による美化 
NPO ゴンドラと堀川水辺
を守る会 

D 全免 

13 
H20.7.22～8.2 
うち 34 日間 

休憩施設の設置 サイアムガーデン D 20,400

14 H20.8.30～31 
堀川スター 
フェスティバル 

同実行委員会 RACD 全免 

15 H20.9.17～20 
第 6 回堀川ウォーター 
マジックフェスティバル 

同実行委員会 RACD 全免 

16 
H20.12.26 
～H21.3.31 

花による美化 
NPO ゴンドラと堀川水辺
を守る会 

D 全免 

17 
H20.12.10～25 
うちイベント 1 日 

イルミネーションの 
設置とイベント 

NPO ゴンドラと堀川水辺
を守る会 

D 全免 

18 
H21.4.13～6.5 
うちイベント 11 日 

堀川フラワー 
フェスティバル 2009 

同実行委員会 RACD 全免 

21

年

度 

19 H21.5.1～5.10 休憩施設の設置 サイアムガーデン D 6,000 

20 H21.6.1～12.31 花による美化 
NPO ゴンドラと堀川水辺
を守る会 

D 全免 

21 
H21.7.24～8.29 
うち 12 日間 

休憩施設の設置 サイアムガーデン D 7,200 

22 
H21.8.2～8.4 
うちイベント 1 日 

堀川スター 
フェスティバル 2009 

同実行委員会 RACD 全免 

23 H21.9.26 堀川川施餓鬼 沢井 鈴一 D 全免 
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24 H21.10.8～10 
第 7 回堀川ウォーター 
マジックフェスティバル 

同実行委員会 RACD 全免 

25 
H21.11.13 
～H22.3.20 
うちイベント 10 日 

ほりかわ楽市楽座 
（上下水道局上下流交流モデ
ル事業） 

NPO 市民まちづくり 
風の会 

D 全免 

26 H22.1.1～3.31 花による美化 
NPO ゴンドラと堀川水辺
を守る会 

D 全免 

22

年

度 

27 H22.4.1～15 花による美化 
NPO ゴンドラと堀川水辺
を守る会 

D 全免 

28 
H22.4.16 
～H23.3.18 
うちイベント 12 日 

ほりかわ楽市楽座 
NPO 市民まちづくり 
風の会 

D 全免 

29 
H22.4.17～6.7 
うちイベント 6 日 

堀川フラワー 
フェスティバル 2010 

同実行委員会 RACD 全免 

30 H22.6.8～9.15 花による美化 
NPO ゴンドラと堀川水辺
を守る会 

D 全免 

31 H22.8.1 夏イチ夜イチ 同実行委員会 RA 全免 

32 H22.8.8 
堀川スター 
フェスティバル 2010 

同実行委員会 RACD 全免 

33 H22.8.29 
堀川エコロボット 
コンテスト 

名古屋堀川ライオンズクラ
ブ 
名古屋工業大学 

RA 全免 

34 H22.9.16～11.3 秋の堀川花盛り 
堀川ウォーターマジックフ
ェスティバル実行委員会 

RAD 全免 

35 H22.9.23 夏イチ夜イチ 同実行委員会 RA 全免 

22

年

度 

36 H22.10.10～12 
堀川ボート 
フェスティバル 

公益社団法人 
名古屋青年会議所 

RABC
D 

全免 

37 H22.10.21～23 
第８回堀川ウォーター 
マジックフェスティバル 

同実行委員会 RACD 全免 

38 
H22.11.4～ 
H23.3.31 

花による美化 
名古屋堀川ライオンズク
ラブ 

D 全免 

39 H22.11.25 なやばし夜イチ 同実行委員会 A 全免 

40 H22.12.22～23 なやばし夜イチ 同実行委員会 RA 全免 

41 
H23.1.26～3.26 
うち 4 日間 

なやばし夜イチ 同実行委員会 RAD 全免 

42 H23.3.26 
中区･地域絆づくり支援
事業[わが街お宝探検隊]

広小路セントラルエリア
活性化協議会 

E 全免 

23

年

度 

43 
H23.4.13～5.12 
うちイベント 6 日 

堀川フラワーフェスティバル
ハンギングバスケット
の作成会及び開催準備 

同実行委員会 RAD 全免 

44 H23.4.22 なやばし夜イチ 同実行委員会 RAD 全免 

45 H23.5.5 
JAPANESE 
FOLKEY FESTIVAL 
2011 

大島 圭太 E 全免 

46 H23.5.13～31 
堀川フラワー 
フェスティバル 2011 

同実行委員会 RAD 全免 
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47 H23.5.27 なやばし夜イチ 同実行委員会 RAD 全免 

48 H23.6.24～25 なやばし夜イチ 同実行委員会 RAD 全免 

49 H23.7.22 なやばし夜イチ 同実行委員会 RA 全免 

50 H23.8.21 
堀川エコロボットコン
テスト 

堀川ライオンズクラブ RDE 全免 

51 
H23.8.24-H23.8
.26 

なやばし夜イチ 同実行委員会 RA 全免 

52 
H23.9.22-H23.9
.24 

なやばし夜イチ 同実行委員会 RAD 20,520

53 
H23.9.30-H23.1
0.1 

堀川いこまい祭り 
公益社団法人名古屋青年
会議所 

RAD 全免 

54 H23.10.1 
モアチェモアチェオー
プニングイベント 

（株）オー・ド・ヴィー モ
アチェモアチェ 

R 492 

55 H23.10.8-10.22 
堀川ウォーターマジッ
クフェスティバル 

同実行委員会 ＲＤ 全免 

56 
H23.10.9-H24.3
.25（第 2、第 4 日
曜日） 

ほりかわ楽市楽座 
特定非営利活動法人 
日本文化を守る会 武家
の里 

D 全免 

57 
H23.10.27-H23.
10.28 

なやばし夜イチ 同実行委員会 RAD 全免 

合計 
イベント 45 件、休憩施設 5 件、修景美化のみ 7 件 
使用日 1349 日（のべ 1943 日・箇所） 

（備考） 網かけは中止になったイベント等。平成 18 年度は、市有地でイベントを開催。 

 

  ※１ 場所の凡例 

 名 称 

R リバーウォーク 

A みのりの広場 

B 天王崎橋上流右岸広場 

C 錦橋下流左岸広場 

D シャムズガーデン 

E 納屋橋ゆめ広場 

  

  ※２ 全免とは全額免除のこと 
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③河川敷地占用許可準則の一部改正について 
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④都市・地域再生等利用区域指定予定図等 
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１）都市・地域再生等利用区域指定予定図 

  

 

Ｄ：シャムズガーデン 

Ａ：みのりの広場 

Ｂ：天王崎橋上流右岸広場 

Ｃ：錦橋下流左岸広場 

Ｅ：納屋橋ゆめ広場 

イベント使用ができる区域 

遊歩道 

幅員●～●ｍ 
※一般通行用に幅 2ｍの通

路確保ん必要あり 

川沿いの親水広場 

Ａ：みのりの広場     約 300 ㎡ 
Ｂ：天王崎橋上流右岸広場 約 110 ㎡ 
Ｃ：錦橋左岸下流広場   約 20 ㎡ 
Ｄ：シャムズガーデン   約 150 ㎡ 
Ｅ：納屋橋ゆめ広場    約 350 ㎡ 電源設備(20A) 
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２）周辺公共施設等配置図（都市・地域再生等利用区域以外） 

３：旧加藤商会ビル(堀川ギャラリー) 

１：市所有地 

２：市所有地 

４：ほとりす（moitie moitie） 

５：ピア納屋橋(船着き場) 

各施設の概要 

１：市所有地 
２：市所有地 
３：旧加藤商会ビル（市所有） 

1～３F 貸付、B1F 堀川ギャラリー 
４：ほとりす（市所有地） 

定期借地による貸付  約 400 ㎡ 
５：ピア納屋橋（名古屋港管理組合所有）
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⑤堀川納屋橋地区オープンカフェ使用申込書等 
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１）堀川納屋橋地区オープンカフェ使用申込書 
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２）堀川納屋橋地区オープンカフェ使用契約書（ひな型） 
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※いずれも社会実験期間中に使用していたもので、本格実施にあたり内容変更の可能性あり 

⑥堀川納屋橋地区河川区域使用要項等 
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１）堀川納屋橋地区河川区域使用要項（イベント利用） 
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２）堀川納屋橋地区イベント使用申込書 
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３）堀川納屋橋の水辺でイベントをしませんか？リーフレット 
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民間事業者より徴収した使用料は、以下のとおり占用区域の維持管理もしくは良好な河川空間の

保全、創出のための費用及び事務費に使用してきた。 

 

 

 H17.3.19 
～H18.3.31 

H18.4.1 
～H19.3.31 

H19.4.1 
～H20.3.31 

H20.4.1 
～H21.3.31 

H21.4.1 
～H22.3.31 

収入 

233,584 円 194,696 円 214,200 円 295,288 円 159,608 円

【内訳】 
使用料 

233,584 

【内訳】 
使用料

188,992
繰越金

5,704

【内訳】 
使用料

214,200

【内訳】 
使用料 

295,288 

【内訳】 
使用料

159,608

支出 

227,880 円 206,930 円 237,730 円 235,657 円 185,810 円

【内訳】 
保険料 

27,380 
印紙代 

1,000 
維持管理委託 

199,500 
(イルミネーション等) 

【内訳】 
保険料

16,930
印紙代

1,000
維持管理委託

189,000
（剪定、除草等）

【内訳】 
保険料  
16,930
印紙代  

800
維持管理委託

220,000
(除草･落書き消し等)

【内訳】 
保険料  
15,850 
印紙代  
1,200 

維持管理委託 

217,427 
(イルミネーション等) 

【内訳】 
保険料

15,850
印紙代

1,000
通信料

960
維持管理委託

168,000
(イルミネーション等) 

収支   5,704 円 △12,234 円 △23,522 円 △59,631 円 △26,202 円

※ 赤字分は（財）名古屋市建設事業サービス財団の河川愛護事業費より補填。 

表 使用料の収支について 

⑦使用料の使途について 
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１）河川法抜粋：第24条（土地の占用の許可）、第26条（工作物の新築等の許可）、32条（流水占用料等の徴収等） 

(土地の占用の許可) 

第二十四条 

 河川区域内の土地(河川管理者以外の者がその権原に基づき管理する土地を除く。以下次条において同

じ。)を占用しようとする者は、国土交通省令で定めるところにより、河川管理者の許可を受けなければ

ならない。 

（工作物の新築等の許可） 

第二十六条 

河川区域内の土地において工作物を新築し、改築し、又は除却しようとする者は、国土交通省令で定

めるところにより、河川管理者の許可を受けなければならない。河川の河口附近の海面において河川の

流水を貯留し、又は停滞させるための工作物を新築し、改築し、又は除却しようとする者も、同様とす

る。 

２ 高規格堤防特別区域内の土地においては、前項の規定にかかわらず、次に掲げる行為については、

同項の許可を受けることを要しない。 

一 基礎ぐいその他の高規格堤防の水の浸透に対する機能を減殺するおそれのないものとして政令で定

める工作物の新築又は改築 

二 前号の工作物並びに用排水路その他の通水施設及び池その他の貯水施設で漏水のおそれのあるもの

以外の工作物の地上又は地表から政令で定める深さ以内の地下における新築又は改築 

三 工作物の地上における除却又は工作物の地表から前号の政令で定める深さ以内の地下における除却

で当該工作物か設けられていた土地を直ちに埋め戻すもの 

 ３ 河川管理者は、高規格堤防特別区域内の土地における工作物の新築、改築又は除却について第１項の

許可の申請又は第 95 条の規定による協議があつた場合において、その申請又は協議に係る工作物の新

築、改築又は除却が高規格堤防としての効用を確保する上で支障を及ぼすおそれのあるものでない限り、

これを許可し、又はその協議を成立させなければならない。 

４ 第１項前段の規定は、樹林帯区域内の土地における工作物の新築、改築及び除却については、適用

しない。ただし、当該工作物の新築又は改築が、隣接する河川管理施設（樹林帯を除く。）を保全するた

め特に必要であるとして河川管理者が指定した樹林帯区域（次項及び次条第３項において「特定樹林帯

区域」という。）内の土地においてされるものであるときは、この限りでない。 

５ 河川管理者は、特定樹林帯区域を指定するときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨を

公示しなければならない。これを変更し、又は廃止するときも、同様とする。 

 (流水占用料等の徴収等) 

第三十二条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内に存する河川について第二十三条から第二十五条

までの許可を受けた者から、流水占用料、土地占用料又は土石採取料その他の河川産出物採取料(以下「流

水占用料等」という。)を徴収することができる。 

２ 流水占用料等の額の基準及びその徴収に関して必要な事項は、政令で定める。 

⑧河川占用申請事務 
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３ 流水占用料等は、当該都道府県の収入とする。 

４ 国土交通大臣又は指定都市の長は、第二十三条から第二十五条までの許可をしたときは、速やかに、

当該許可に係る事項を当該許可に係る河川の存する都道府県を統括する都道府県知事に通知しなければ

ならない。当該許可について第七十五条の規定による処分をしたときも、同様とする。 
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２）河川占用等の手続き 

河川区域内での工作物の新築等、土地の占用の許可申請（河川法第 24 条・第 26 条） 

 河 川 敷 地 は、河 川 の流 路 を形 成 し、洪 水 の際 には安 全 にこれを流 下 させ、洪 水 による被

害 を除 却 し、又 は軽 減 させるためのものであり、また、公 共 用 物 として、河 川 環 境 に配 慮 し

つつ、他 の利 用 に支 障 のない範 囲 で一 般 公 衆 の多 様 な利 用 に供 すべきものです。 

 特 定 の人 が一 定 の目 的 で川 や河 川 敷 地 を独 占 的 に使 用 しようとする場 合 には、その河

川 管 理 者 の許 可 が必 要 です。 

 なお、すべての申 請 に対 して許 可 ができるとは限 りません。許 可 は、河 川 に水 が流 れる上

で支 障 があるかどうか、また必 要 以 上 に大 きなものでないかなど、申 請 内 容 をよくお聞 きした

上 で、許 可 できるものについて出 すことになります。申 請 する場 合 は、必 ず事 前 に河 川 管 理

課 までご相 談 ください。 

 

※名古屋市ウェブサイト 下記参照 

トップページ＞暮らしの情報＞届出と照明＞申請書・届出ダウンロード＞市街地・道路・建築・緑地・

農地＞河川占用許可申請 
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（趣旨） 

第一条 この条例は、河川法（昭和三十九年法律第百六十七号。以下「法」という。）第三十二条第

一項及び第七十四条第五項の規定による流水占用料、土地占用料及び土石採取料その他の河川産出

物採取料（以下「流水占用料等」という。）並びに延滞金の徴収に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（流水占用料等の徴収） 

第二条 法第二十三条の許可を受けた者からは、別表第一流水占用料の額の欄に定める額に流水の

占用の期間に相当する期間を同表単位の欄に定める期間で除して得た数を乗じて得た額に一・〇五

を乗じて得た額（その額が百円に満たないときは、百円）の流水占用料を徴収する。ただし、当該

流水の占用の期間が翌年度以降にわたる場合においては、同表流水占用料の額の欄に定める額に各

年度における流水の占用の期間に相当する期間を同表単位の欄に定める期間で除して得た数を乗じ

て得た額に一・〇五を乗じて得た額（その額が百円に満たないときは、百円）の合計額を徴収する。 

２ 法第二十四条の許可を受けた者からは、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める額の

土地占用料を徴収する。 

一 土地の占用の期間が一月以上の場合 別表第二土地占用料の額の欄に定める額に土地の占用の

期間に相当する期間を同表単位の欄に定める期間で除して得た数を乗じて得た額（その額が百円に

満たないときは、百円）。ただし、当該土地の占用の期間が翌年度以降にわたる場合においては、同

表土地占用料の額の欄に定める額に各年度における土地の占用の期間に相当する期間を同表単位の

欄に定める期間で除して得た数を乗じて得た額（その額が百円に満たないときは、百円）の合計額

とする。 

二 土地の占用の期間が一月未満の場合 別表第二土地占用料の額の欄に定める額に土地の占用の

期間に相当する期間を同表単位の欄に定める期間で除して得た数を乗じて得た額に一・〇五を乗じ

て得た額（その額が百円に満たないときは、百円）。ただし、当該土地の占用の期間が翌年度にわた

る場合においては、同表土地占用料の額の欄に定める額に各年度における土地の占用の期間に相当

する期間を同表単位の欄に定める期間で除して得た数を乗じて得た額に一・〇五を乗じて得た額（そ

の額が百円に満たないときは、百円）の合計額とする。 

３ 法第二十五条の許可を受けた者からは、別表第三に定めるところに従って計算して得た額に

一・〇五を乗じて得た額（その額が百円に満たないときは、百円）の土石採取料その他の河川産出

物採取料を徴収する。 

（流水占用料等の徴収方法） 

第三条 流水占用料等は、法第二十三条から第二十五条までの許可をした流水若しくは土地の占用

又は土石等の採取（以下「流水の占用等」という。）の期間に係る分を当該許可をした日（国土交通

大臣又は名古屋市長の許可に係るものにあっては、法第三十二条第四項の規定により知事に通知の

あった日）から一月以内に納入通知書により徴収する。ただし、流水又は土地の占用の期間が翌年

度以降にわたる場合においては、翌年度以降の流水占用料又は土地占用料は、毎年度、当該年度分

⑨愛知県流水占用料等徴収条例 
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を四月三十日までに徴収する。 

一部改正〔平成一二年条例六六号・一九年三一号〕 

（流水占用料等の還付） 

第四条 納付された流水占用料等は、還付しない。ただし、知事は、法第二十三条から第二十五条

までの許可について、当該許可を受けた者の申請に基づき、又は法第七十五条第二項の規定による

処分により、流水の占用等をすることができる期間その他流水占用料等の額の算出の基礎となった

事項に変更があったときは、その額を変更するものとし、納付された流水占用料等の額が当該変更

後の額を超えるときは、その超える額の流水占用料等を還付する。 

（流水占用料等の免除） 

第五条 知事は、次に掲げる場合には、流水占用料等の全部又は一部を免除することができる。 

一 国又は地方公共団体が公共のために流水の占用等をするとき。 

二 かんがい又は上水道のために流水の占用等をするとき。 

三 飲用のために流水の占用をするとき。 

四 河川法施行法（昭和三十九年法律第百六十八号）第十九条の規定により効力を有する河川法施

行規程（明治二十九年勅令第二百三十六号）第九条の規定により許可を受けて土地の占用をすると

き。 

五 その他知事が公益上特に必要と認めるとき。 

(延滞金の徴収等） 

第六条 流水占用料等を納期限までに納入しない者からは、延滞金を徴収するものとし、その額は、

納期限の翌日からその流水占用料等の完納の日又は財産差押えの日の前日までの日数に応じ、納付

すべき流水占用料等の額（千円未満の端数金額及び千円未満の金額は、切り捨てる。）に年十四・五

パーセントの割合を乗じて計算して得た額とする。この場合において、流水占用料等の一部につき

納付があったときは、その納付の日以後の期間に係る延滞金の算出の基礎となる流水占用料等の額

は、その納付のあった額を控除した額とする。 

２ 前項の延滞金に百円未満の端数の額があるとき、又はその額が百円未満であるときは、その端

数金額又はその延滞金は、徴収しない。 

３ 知事は、災害その他特別の理由があると認めるときは、第一項の延滞金の全部又は一部を免除

することができる。 

附 則 

１ この条例は、平成十二年四月一日から施行する。 

２ この条例の施行前にされた流水占用料等及び延滞金の徴収に係る処分、手続その他の行為は、

この条例の相当する規定によりされた処分、手続その他の行為とみなす。 

３ この条例の施行の際現に法第二十四条の許可を受けて土地の占用をしている者のうち、平成九

年四月一日前に当該許可を受け柱類を設けて土地の占用をしていた者が同日以後引き続き同一の柱

類により当該土地の占用をし、この条例の施行の日以後も引き続き同一の柱類により当該土地の占

用をする場合の当該柱類に係る平成十二年度以後の各年度の土地占用料の額は、第二条第二項第一

号ただし書及び別表第二の規定により算出した当該柱類に係る平成十二年度以後の各年度の土地占

用料の額が当該柱類に係る平成八年度の土地占用料の額（当該柱類に係る平成十二年度以後の各年
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度の土地の占用の期間に相当する期間と当該柱類に係る平成八年度の土地の占用の期間が異なる場

合にあっては、当該柱類に係る平成十二年度以後の各年度の土地の占用の期間に相当する期間を当

該柱類に係る平成八年度の土地の占用の期間として、同年度において適用されていた土地占用料の

徴収に関する事項を定める規則に定めるところにより算出した当該柱類に係る土地占用料の額）に

平成八年四月一日から平成十二年度以後の各年度の四月一日までに経過した年数を指数とする一・

一のべき乗を乗じて得た額（以下「調整土地占用料額」という。）を超える場合については、調整土

地占用料額とする。 

附 則（平成十二年十二月二十二日条例第六十六号） 

この条例は、平成十三年一月六日から施行する。 

附 則（平成十九年三月二十三日条例第三十一号） 

この条例は、平成十九年四月一日から施行する。ただし、別表第一備考第二号の改正規定は、公

布の日から施行する。 

附 則（平成二十一年十二月十八日条例第六十八号） 

この条例は、平成二十二年四月一日から施行する。 

別表第一（第二条関係） 

流水の占用の区分 単位 流水占用料の額 

（単位円）

発電の用

に供する

場合 

  

揚水式発

電所以外

の発電所 

  

一 １ 昭和四十年十月一日以降に

発電（設備の点検のためにする

ものを除く。以下同じ。）を開

始した発電所 

一年につき 次の式により算出した額

1,976 円×常時理論水

力＋436 円×（最大理論

水力－常時理論水力） 
２ 昭和四十年九月三十日以前

に発電を開始した後に設備の増

設をし、昭和四十年十月一日以

降に当該増設に係る設備又はそ

の部分を使用して行う発電を開

始した発電所（増設以後の理論

水力についてこの項の下欄に掲

げる式により算出した額が、増

設前の理論水力について二の項

の下欄に掲げる式により算出し

た額に満たないものを除く。）

  

    二 一の項に掲げる発電所以外の発

電所 

一年につき 次の式により算出した額

1,976 円×常時理論水

力＋988 円×（最大理論

水力－常時理論水力） 
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  揚水式発

電所 

三 １ 昭和四十八年四月一日以降

に発電を開始した発電所 

一年につき 次の式により算出した額

｛1,976 円×常時理論

水力＋436 円×（最大理

論水力－常時理論水力）｝

×補正係数ａ 

  ２ 昭和四十八年三月三十一日

以前に発電を開始した後に設備

の増設をし、昭和四十八年四月

一日以降に当該増設に係る設備

又はその部分を使用して行う発

電を開始した発電所（次に掲げ

るものを除く。） 

  

    イ 昭和四十年九月三十日以前

において発電を開始した発電

所で増設以後の理論水力につ

いてこの項の下欄に掲げる式

により算出した額が、増設前

の理論水力について五の項の

下欄に掲げる式により算出し

た額に満たないもの 

    

    ロ 昭和四十年十月一日から昭

和四十八年三月三十一日まで

の間において発電を開始した

発電所で、増設以後の理論水

力についてこの項の下欄に掲

げる式により算出した額が、

増設前の理論水力について四

の項の下欄に掲げる式により

算出した額に満たないもの 

    

    四 昭和四十年十月一日から昭和四

十八年三月三十一日までの間にお

いて発電を開始した発電所（三の項

２に掲げるものを除く。） 

一年につき 次の式により算出した額

｛1,976 円×常時理論

水力＋436 円×（最大理

論水力－常時理論水力）｝

×補正係数ｂ 

    五 三の項及び四の項に掲げる発電

所以外の発電所 

一年につき 次の式により算出した額

｛1,976 円×常時理論

水力＋988 円×（最大理

論水力－常時理論水力）｝

×補正係数ｂ 
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鉱工業の用に供する場合 毎秒一立方メ

ートル一年に

つき 

四、一四七、〇〇〇

水車の用に供する場合 毎秒一立方メ

ートル一年に

つき 

一、三八六、〇〇〇

その他の場合 毎秒一立方メ

ートル一年に

つき 

一三七、〇〇〇

 

備考 

一 常時理論水力及び最大理論水力の単位は、キロワットとし、一キロワット未満の端数は、切り捨

てる。 

二 補正係数ａ及び補正係数ｂは、河川法施行令（昭和四十年政令第十四号）第十八条第一項第三号

の規定による定めにより算定した数とする。 

三 占用の期間が一年未満であるとき、又はその期間に一年未満の端数があるときは、月割をもって

計算し、なお、その期間が一月未満であるとき、又はその期間に一月未満の端数があるときは、そ

の期間又は端数を一月とみなして計算する。 

一部改正〔平成一九年条例三一号〕 

別表第二（第二条関係） 

土地の占用の区分 単位 土地占用料の額（単位円） 

名古屋市の区域 名古屋市以外の

市の区域 

町及び村の区域

耕地の用に供する場合 占用面積一平方メ

ートル一年につき 

一八 一八 一八

柱類を設

ける場合 

第一種電柱 一本一年につき 一、一〇〇 八四〇 八二〇

第二種電柱 一本一年につき 一、六〇〇 一、三〇〇 一、三〇〇

第三種電柱 一本一年につき 二、二〇〇 一、七〇〇 一、七〇〇

第一種電話柱 一本一年につき 九五〇 七五〇 七三〇

  第二種電話柱 一本一年につき 一、五〇〇 一、二〇〇 一、二〇〇

  第三種電話柱 一本一年につき 二、一〇〇 一、七〇〇 一、六〇〇

  その他の柱類 一本一年につき 九五 七五 七三

塔類を設ける場合 占用面積一平方メ

ートル一年につき 

二六〇 一八五 一七五

ゴルフ場の用に供する場合 占用面積一平方メ 八五 八五 八五
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ートル一年につき 

宅地の用に供する場合 占用面積一平方メ

ートル一年につき 

三二〇 一八〇 九四

その他の場合（発電の用に供

する場合を除く。） 

占用面積一平方メ

ートル一年につき 

四六〇 二五〇 一四〇

 

備考 

一 柱類を設ける場合における第一種電柱とは、電柱（当該電柱に設置される変圧器を含む。以下同

じ。）のうち三条以下の電線（当該電柱を設置する者が設置するものに限る。以下この号において同

じ。）を支持するものを、第二種電柱とは、電柱のうち四条又は五条の電線を支持するものを、第三

種電柱とは、電柱のうち六条以上の電線を支持するものをいう。 

二 柱類を設ける場合における第一種電話柱とは、電話柱（電話その他の通信又は放送の用に供する

電線を支持する柱をいい、電柱であるものを除く。以下同じ。）のうち三条以下の電線（当該電話柱

を設置する者が設置するものに限る。以下この号において同じ。）を支持するものを、第二種電話柱

とは、電話柱のうち四条又は五条の電線を支持するものを、第三種電話柱とは、電話柱のうち六条

以上の電線を支持するものをいう。 

三 占用面積が一平方メートル未満であるとき、又は占用面積に一平方メートル未満の端数があると

きは、占用面積又は端数を一平方メートルとみなして計算する。 

四 占用の期間が一年未満であるとき、又はその期間に一年未満の端数があるときは、月割をもって

計算し、なお、その期間が一月未満であるとき、又はその期間に一月未満の端数があるときは、そ

の期間又は端数を一月とみなして計算する。 

一部改正〔平成二一年条例六八号〕 

別表第三（第二条関係） 

採取物の種類 単位 土石採取料その他の河川産出物採取料の

額        （単位円） 

土砂 一立方メートルにつき 二〇〇

砂利 一立方メートルにつき 二〇〇

れき（栗石を含む。） 一立方メートルにつき 二〇〇

丸石及び岩石 二十キログラム以上四十キ

ログラム未満のもの一個に

つき 

二九

  四十キログラム以上八十キ

ログラム未満のもの一個に

つき 

七四

  八十キログラム以上百二十

キログラム未満のもの一個

一四〇
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につき 

  百二十キログラム以上二百

キログラム未満のもの一個

につき 

一七〇

  二百キログラム以上のもの

一個につき 

二九〇

  鑑賞用のものその他特殊な

もの一個につき 

知事がその都度産出地付近の類似物件の

売買価格を標準として定める額 

その他の河川産出物   知事がその都度産出地付近の類似物件の

売買価格を標準として定める額 

 

備考 採取の量が一立方メートル未満であるとき、又はその量に一立方メートル未満の端数があると

きは、その量又は端数を一立方メートルとみなして計算する。 
 


